
一般社団法人日本デフ陸上競技協会 出張旅費規程 

第 1 条(目的) 

この規程は、一般社団法人日本デフ陸上競技協会（以下、「本協会」という。）の役員、事務員・

職員及びスタッフ等、また本協会が認めた者が社命により日本国内に出張するときの旅費について定

める。 

※ 各種補助金支給対象外の際にこの規程が適応される。各種補助金支給対象の際はその各種

補助金支給規程を適応する。 

第 2 条(適用範囲) 

本規程は、原則として本協会役員、事務員・職員及びスタッフ等に適用する。但し左記以外の者で

あっても役員の承認を得ている場合は、本規程を準用することができる。 

第 3 条(出張の経路) 

本規程の出張の経路は、経済的及び効率的な方法によって計算する。但し、業務の都合、天災な

どやむを得ない理由がある場合はこの限りではない。 

第 4 条(出張の種類) 

本規程の出張の種類は宿泊出張と日帰り出張の 2 種類とする。 

（１） 宿泊出張とは事務所（もしくは自宅）より片道距離が 100km 以上の地域へ出張し宿泊を

伴うものとする。 

（２） 日帰り出張とは（１）の地域内に出張し拘束 6 時間以上となる宿泊を伴わない出発当日に

帰着できる出張とする。 

第 5 条(旅費の種類) 

本規程の旅費の種類は、以下に定める通りとする。

１.交通費 

２.宿泊料

３.日当 

第 6 条(交通費) 

本規程の交通費および利用できる等級は以下に定める通りとする。 

JR･鉄道 航空機 船舶 タクシー等 

普通車 エコノミー １等 実費 

① 鉄道運賃については、片道 100km 以上を旅行する場合には特別急行料金を、片道 50km 以を

旅行する場合には急行料金を含むことができる。 

② 利用できる交通機関は、鉄道、航空機、船舶とし、タクシー等はやむを得ない理由がある場合に

限り利用できるものとする。タクシー等を利用した場合は、役員の承認を得たものに限りその

実費を支給する。 

③ 交通費において障害者割引が適用される者が出張する場合は、障害者割引適用後の実費支給と

する。障害者割引が適用されない者においても、障害者割引が適用される者と同行する場合は同

様の扱いとする。なお、旅割等を利用し障害者割引適用後の料金よりも経済的となった場合はよ

り経済的な方を優先する。 



④諸般の理由により、車両を使用する場合は理由書を提出し、承認されなければならない。その場

合は１㎞あたり３７円とし有料道路代等は実費とする。 

 

第 7 条(宿泊料および日当) 

宿泊料および日当は、出張日数、宿泊日数に応じて以下に定める定額を支給するものとする。 

資格区分 日帰り日当 宿泊日当 宿泊 

名誉会長･会長・理事 1,000 円 移動日のみ 1,000 円を上限とする。 
甲：9,000 円 

乙：7,500 円 

事務員・職員 500 円 移動日のみ 500 円を上限とする。 
甲：8,000 円 

乙：6,500 円 

強化スタッフなど 500 円 移動日のみ 500 円を上限とする。 
甲：8,000 円 

乙：6,500 円 

名誉会長及び会長と同等ま 

たはそれ以上の関係者 
1,000 円 移動日のみ 1,000 円を上限とする。 

甲：9,000 円 

乙：7,500 円 

① 宿泊の甲地（表では「甲」とする）とは宿泊地が次の場合をいい、乙地（表では「乙」とする）とは 

甲地以外をいう。 

甲地：札幌、仙台、大宮、東京 23 区、横浜、川崎、名古屋、京都（市）、大阪（市）、神戸、博多 

② 宿泊料が定額を下回った場合は実費支給とする。 

③ 宿泊料が定額を上回った場合は基本的に自己負担とするが、やむを得ない理由がある場合は、役員の 

承認を得たものに限りその実費を支給する。 

④ 以下の条件を満たす場合は、前泊及び後泊を認めるものとする。 

前泊：始発で事務所（もしくは自宅）を出発しても用務開始時間に間に合わない場合 

後泊：用務終了後すぐに出発しても、当日中に事務所（もしくは自宅）への帰宅が間に合わない場合 
 

第 8 条(出張手続き) 

出張しようとする者は、あらかじめ所定の「出張申請書」を事務局に提出し承認を得なければなら

ない。 

第 9 条(旅費の仮払い) 

出張しようとする者は、あらかじめ概算の経費を記入した「仮払金申請書兼受領書」を事務局に

提出し承認を得ることで仮払いを受けることができる。 

第 10 条(出張中の出費) 

出張中、本規程に定める旅費の基準を超えて、または業務および営業活動を行う上で必要となる出

費が発生した場合は、原則として事前の承認を得るものとし、やむを得ない理由がある場合は役員の

承認を得たものに限りその実費を支給する。※災害などの理由によってかかった実費など 

第 11 条(帰社報告) 

出張者が出張より帰宅したときは、所定の「出張報告書」を作成し直ちに事務局長へ書類を提出

しなければならない。 



第 12 条(旅費の精算) 

出張者が出張より帰宅したときは、所定の「出張旅費精算書」を作成し会長及び役員の承認を受

け１か月以内に旅費の精算をしなければならない。 

 
  附則 

この規程は、平成 28 年（2016 年）11 月 1 日から実施する。 

   2020年7月26日  一部改訂 

 


